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下妻市（しもつまし）
一部事務組合加入事業

①沿革

昭和29年4月1日　編入
大宝村　騰波ノ江村
昭和29年6月1日　編入（市制施行）
上妻村　総上村　豊加美村　高道祖村
平成18年1月1日　編入
千代川村

いなば　もとはる

地域指定
法適用（上水）
法非適用（公共下水）

市章 〒 304-8501

http://www.city.shimotsuma.lg.jp/

＜概要＞

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　消防
養護老人ホーム　ごみ処理施設等
の周辺環境整備　ごみ　し尿　葬斎
場

下妻市本城町二丁目22番地

info@city.shimotsuma.lg.jp

稲葉　本治

〈 住所 〉
公営企業

国勢調査

〈 ＴＥＬ 〉

082104

0296-43-2111

②地勢・風土等
　茨城県の南西部，東京から約60ｋｍ圏に位置する水と緑
に恵まれた田園都市で，その大半は比較的肥沃な土地で
形成され，中央に砂沼，東に小貝川，西に鬼怒川と水資源
も豊かである。
　近年はつくばエクスプレスの開業や，北関東道の開通，圏
央道の整備等による広域交通網の発達に伴い，首都東京
や周辺各都市へのアクセスの利便性が高まっている。
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＜行政組織＞

①長等（平成２８年５月１日現在）

副市長 野中　周一
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≪市長≫－－≪副市長≫－－
市長公室－秘書課，企画課，市民協働課
総 務 部－総務課，消防交通課，財政課
市 民 部－税務課，収納課，市民課，くらしの窓口課，生活環境課
保健福祉部－保険年金課，保健センター
　｜
　福祉事務所－福祉課，子育て支援課，介護保険課
経済部－農政課，商工観光課
建設部－建設課，都市整備課，上下水道課
会計管理者－会計課

≪議会≫－－議会事務局

≪教育長≫－－
教 育 部－学校教育課，指導課，生涯学習課，図書館，公民館

≪行政委員会≫
選挙管理委員会事務局（総務部総務課内）
監査委員事務局（総務部総務課内）
公平委員会事務局（市長公室市民協働課内）
固定資産評価審査委員会事務局（総務部総務課内）
農業委員会事務局
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＜主要課題＞
・水害からの復旧と災害に強いまちづくり
・行財政改革の推進及び財政基盤の強化
・中心市街地の活性化
・優良企業の誘致
・少子高齢化に対応した福祉制度の充実
・地域住民との協働による魅力あるまちづくりの推進

＜特色ある行政等＞
・市民との協働による花のまちづくり
・ビアスパークしもつま，道の駅しもつま，やすらぎの里しもつまの各交流拠
点を
　活かしたまちづくり
・妊産婦・未就学児の医療費無料化事業
・特産品等ＰＲ事業
・市民協働のまちづくり推進交付金事業
・コミュニティバス運営事業

②今後の主要課題・特色ある行政等
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将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

積立金現在高（C) 百万円

11.3
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国道294号から主要地方道結城下妻
線を連絡する都市計画道路の一部区
間の道路整備

国道294号から都市計画道路大貝・下
川原線に連結，両側に自歩道を設け
る幅員13.5m・延長3.8kmの道路整備

砂沼南岸地域をまちづくりの拠点とし
た，生活基盤や高質空間形成施設等
の整備，まちづくり活動の推進。中心
市街地の再生。

平成30年度新校舎完成に向けた建設
工事

下妻中学校
改築事業
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・健全化判断基準

南部環状線整備
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南原・平川戸線
道路整備事業

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均
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